










輸送された黒人人数については諸説あるが，一般的には 1600 年頃から 1870 年にかけて 900 万か
ら 1000 万人がアフリカからアメリカに輸送されたと評価されている（1）。








































　1776 ～ 1848 年』（4），デイヴィッド・ブリオン・デイヴィスの『市民革命時代の奴隷制問題　






























































に 1770 ～ 1800 年代に奴隷制廃止を達成したアメリカ合衆国北東部 8州と南北戦争に至るまでの
合衆国全体の状況，次にイギリス，フランス，オランダなどヨーロッパ本国とそのカリブ海諸島




















合衆国議会はこの条項に従って行動し，1807 年にはこの問題を討議し，1808 年 1 月 1 日より
奴隷貿易を禁止する法を制定した。その一方で，合衆国憲法において奴隷制廃止を明文化するこ





















は 1784 年の財政法では奴隷を資産として資産税を課税していたが，これは 1789 年財政法からは
抹消された。これが同州の奴隷制終了の証しと考えられているが（15），同州のセンサスでは 1792



























間にこの制度を通して 88 ないし 89 人の黒人が 1万ポンドの州負担で解放された。これら黒人兵
士には，通常の兵士に与えられる報奨金や通貨下落分の手当が与えられなかった（21）。ロードア
イランドでは，この後も奴隷制廃止の努力が続けられ，1779 年には，奴隷の同意なく他州へ奴




































































この 1799 年ニューヨーク州奴隷制廃止法では，1799 年 7 月 4 日以降生まれの全奴隷の子供が













きが始まり，1817 年に自由生まれの奴隷の子供の労働義務を 21 歳までに引き下げ，1799 年 7 月











認，1786 年法が認めていた裁判所による自由黒人追放の廃止，奴隷が 21 歳になるまでに主人が
読み書きを教育することの義務化，などが盛り込まれた法が可決された（41）。
その後ニュージャージーでは，1793，4 年と漸進的奴隷廃止法案が提出されるが，いずれも否







ニューヨークと同じ財政上の効果をもたらし，1807 年 11 月から 1808 年 11 月にかけては州は奴












































隷州でありながら北部連盟 Unionにとどまった境界州 Border States 4 州のうち最も奴隷人口の
少なかったデラウェア州に対し，1862 年に賠償と引き替えの奴隷制廃止を提案している（同州
は拒絶）（50）。また連邦政府は 1861 ～ 3 年に，利子 5～ 6％の 30 年債券で賠償金を支払う案を構
想している（51）。ゴルディンの試算によれば，即時解放の場合必要な資金は 27 億ドル，30 年間





南北戦争終了後の 1865 年，境界 4州は，北部連盟に忠実であったことと引き替えに奴隷制廃























イギリスでは 1807 年奴隷貿易廃止法が議会で制定され翌年から施行，1833 年には奴隷制廃止
法が制定，翌年から施行された。イギリス領土には当時 78 万人の奴隷がおり，その市場価値は
約 4500 万ポンドと算定されていた。イギリス政府は，1833 年奴隷制廃止法に，奴隷所有者への
金銭賠償の制度と，奴隷制から自由労働体制への移行措置として解放された奴隷に元主人のもと
での労働義務を課す徒弟制度を設けた。金銭賠償の額は，総額 2000 万ポンドであり，奴隷総価
値 4500 万ポンドの 44％に相当した。徒弟制は，農業奴隷には 6年間，家内奴隷には 4年間が課













海軍力を活用して，この交渉に当たった。イギリスはまず，1815 年 6 月ウィーン会議の最終協
定に，奴隷貿易を非難する共同宣言を盛り込んだ（58）。その後イギリスは，1815 年にはポルトガル，
17 年にはスペイン，18 年にはオランダ，24 年にはスウェーデン，26 年にはブラジル，31 年に
はフランスと，それぞれ 2国間条約を結び，大西洋奴隷貿易抑圧のため，相互の船を立ち入り検
査する権限を認め合った（59）。1817 年のポルトガル，スペインとの条約では，奴隷貿易禁止は赤



































他方，1838 年 2 月フランス奴隷制廃止協会の副会長パッシは，下院で，子宮の自由化法と，
成人奴隷の自己の自由購入 rachat制度を組み合わせた漸進的奴隷解放を提案したが，奴隷制廃
止論者からも植民地利害からも反対にあった。しかし，下院はこの問題を調査する委員会設置に
賛成し，ギゾーがその委員会の議長となった。ギゾー委員会の報告は同年 6月 12 日にレミュザ
によって作成され，提出されたが，そこでは，子宮の自由化ではなく，イギリス型の徒弟制に基
づく漸進的解放が支持されていた（67）。























た。1840 年 2 月，フランスがセネガルから契約労働者を輸送するセネガンビ号がイギリス海軍
























今後 10 年間かけて廃止に向かうとともに，その後 5年の徒弟期間を設け，その間に奴隷を教育，
市民化していくべきだとした（74）。
先に見たように，フランス政府はすでに 1840 年頃から奴隷解放よりも奴隷待遇改善に傾いて














づいて 4月 27 日，奴隷制の全面的かつ即時の廃止のための法令が発布され，1848 年末に奴隷制
は廃止された。続いて 1849 年春には奴隷所有者への賠償が政府から布告され，西インドとセネ
ガル合わせて 24 万 8560 人の奴隷に対して 1億 2600 万フランの賠償が支払われた。徒弟制は採
用されなかった（77）。











を飲み，1億 5000 万フラン（600 万英ポンド）の賠償金支払いに同意した。この賠償金はパリで







































で，ウィレム 1世は，1814 年 7 月オランダ国民に奴隷貿易に従事することを禁止する王令を発
布し，他方でイギリスと奴隷貿易廃止と領土返還に関わる相互協定を結んだ。この相互協定の内
容は，1815 年 6 月のウィーン会議で確認され，公にされた（85）。
イギリスは，これに満足せず，違法な奴隷船を拿捕し裁判にかけることを可能にする 2国間条
約の締結を各国に求めていた。条約締結の問題と，奴隷貿易従事者に対する処罰規定の問題は，














ス領であるシント・マールテン島では，1848 年 6 月フランスがフランス領での奴隷制を廃止し
たとき，オランダ領側で奴隷達が自主的に身分解放を宣言する（90）。
同様の奴隷の自主的な動きは，デンマーク領セント・クロイ島（ヴァージン諸島）でも起こっ





























50 ドル，総額 200 万ドルが支払われた（96）。
ニマコとウィリアムセンは，イギリス，フランス，オランダの金銭賠償の額を比較している。
それによると，イギリスは平均 20 ポンド（275 ギルダー），フランスは 450 フラン（214 ギルダー），
オランダ（スリナム）は 300 ギルダーである（97）。ただしジェニングズはフランスの賠償を平均
500 フランあまりとしており（98），イギリスの場合も 25 ポンドというのが通常の計算であるので，






















































立の宣言に踏み切った地域でもあった。ヴェネズエラは，1810 年 4 月にはナポレオンにより退
位させられたスペイン国王フェルナンド 7世の名の下にカラカスでフンタ（地方議会，自治政府）
を形成し，ここで奴隷貿易廃止を宣言した。
ヴェネズエラはその後スペインからの独立戦争に入る。1812 年 5 月には共和派（独立派）の
将軍ミランダは，10 年間独立側で戦った黒人を解放するという布告を出した。カラカス自治政












負い，その一方で子供は 18 才まで労働義務を課せられた。18 才になると，彼らは，自己の品行
についての報告書を持って地元の委員会に出頭し，今後の職業について指示を受けることとされ
た（第 4条）。他方で，同法は，国家の負担による成人奴隷の身分解放の手段も用意した。すな





ロンビアは解体した。1830 年ヴァレンシアで開催された議会は，1821 年法を以下の 2点で修正
した。まず第 1に，1830 年以降生まれの奴隷の子供については，労働義務期間を 21才に延長した。
第 2に，少なくとも毎年 20 人の奴隷に自由を付与するため，政府の補助金を設けた。　
さらに，1821 年法の規定下で最初の自由生まれの奴隷の子供が 18 才に達する 1839-40 年には，
パエスは 1821，30 年法の解放奴隷に対する政府の職業認定の権限を根拠に，これらの子供たち




ためにほとんど機能しなかったが，1830 年から奴隷制最終廃止の 1854 年までには 900 人の奴隷















れ，1854 年 3 月徒弟制の伴わない即時の奴隷解放が決定された（111）。このとき解放された奴隷は
23400 人弱（そのうち約半数が自由生まれの子供 manumiso）であり，奴隷所有者に対し総額
443 万ペソの金銭賠償が行われた（112）。奴隷一人あたりとしては 190 ペソ程度であり，ほぼ市場
価値全額が補償されたといえる数値である。
（5）最後の奴隷制廃止―ブラジル，キューバ，プエルト・リコ―
先述したように，ほとんどのラテン・アメリカ諸国は 1810 ～ 20 年代の独立時に奴隷制を廃止
しており，またカリブ海地域でも 1848 年までに奴隷制が廃止されている。しかし，以下に詳述
するブラジルと，スペイン領カリブ海諸島（キューバ，プエルト・リコ）では奴隷解放は最も遅










































まった 1850 年のことであった。奴隷輸入量は 1820 年代がピークだったが，奴隷に対する需要は





以後ブラジルでは急速に漸進的奴隷制廃止を支持する声が高まり，1871 年には 1872 年以降生ま




















1885 年には 60 才以上の解放が行われ，国家の身分解放基金が増額された（128）。
こうして急速に奴隷の身分解放が進展した結果，1872 年に 150 万人いた奴隷は，1887 年には














がある。キューバは 1898 年までスペイン領であり，1870-80 年代に独立運動・反乱が進展する中
で独立派・スペイン政府双方から奴隷解放の施策が推し進められたからである。また南欧系移民
の多かったブラジルと異なり，キューバでは契約移民労働者は圧倒的に中国系であった。










盛り上がっていくが，他方でキューバでは 68 年 10 月から 10 年戦争（1868-78 年）と呼ばれる独









ン政府により契約労働に出されていた黒人（emancipado，約 1万人）も解放した。翌 1871 年に
は奴隷登録法が制定され，新しい奴隷登記が実施された（133）。
モレット法については，厳密に施行されず，十分な効果を発揮しなかったという評価がある。










よる自己の自由購入 coartaciónの長い伝統を持っていたが，この自由購入の利用は 1870 年以降
増加する。このほか主人による解放，第 3者（元奴隷の夫や親など）による奴隷の自由購入も，
急速に進展し，1862 年には 37 万人いた奴隷は 1877 年には 20 万人弱までに減少している（135）。
またキューバでは，1847 年以降中国人契約移民労働者を受け入れ始め，中国側が禁止する























さらにパトロナート制度は，1888 年末に奴隷制を完了させるため，1885，86，87，88 年の 4
年間で，各奴隷所有者がパトロシナードを高齢順に 4分の 1ずつ解放していくという方策をとっ
た。また従来より減額した価格を設定することで奴隷の自己の自由購入を奨励した（139）。
1880 年法制定の効果は非常に大きかった。奴隷は 1885 年を待たずに自己による自由購入を果
したり，登記の不備やパトローノ側の義務違反を訴えることで自由を獲得した。パトローノが，
自主的に権利を放棄することもあった。こうして奴隷とパトロシナードの人数は，1883 年には
10 万人以下，1886 年には 2万 5千人にまで減少した（140）。
このような急激な奴隷制の崩壊の中，奴隷制の最終的廃止への抵抗はほぼ消滅し，1886 年 7
































スペインでは，1868 年にクーデタが起こった後，1872 ～ 3 年の冬は保守派と自由主義派，労
働者・社会主義者の激しい政治闘争が続いていた。このような中で，廃止論者は，73 年 1 月に
はマドリードとセヴィーリャで大規模な奴隷制反対デモを動員することに成功した。2月には国
王アマデウスは退位し，第一共和制が成立する（149）。
1873 年 3 月 22 日スペイン共和国は，共和国最初の政策の一つとして，プエルト・リコの奴隷
制を廃止した。ここでは，奴隷は元主人と 3年間の労働契約を結ぶことになり，また金銭賠償も
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Vermont 1777 年州憲法 成人（男子 21 歳，女子 18 歳）で解放 あり なし 僅少
New Hampshire










が黙認） なし なし 僅少 2%





法 Freedom of womb）　（成年
まで労働義務）














法 Freedom of womb）　（25
才まで労働義務）
あり なし 6464 人（独立前夜）1810 年 310 人 3%




宮 の 自 由 化 法 Freedom of 
womb）　28 歳まで労働義務
あり なし













































1808 年 1865 年
（合衆国憲法修正第 13 条の批准） 即時無賠償 なし なし
395 万人（全アメリカ）



















































































1873 年 1876 年 3 年間の労働契約＋金銭賠償
あり（元







1860 年白人 30 万，自

























1862 年 37 万人
1871 年 29 万人
1877 年 20 万人





















3000 人（1821 年頃） 1%
United Provinces of 
Central America 
（Guatemala, Nicaragua, 
























































1.6 万人（1851 年） 5%
















































ボリヴィア 1831 年 4700 人（1820 年代？）
ウルグアイ 1811 年 1830 年憲法 今後誕生する子供の解放 あり なし







































償金 1 億 5 千万フラン
の支払い
1789 年頃：
黒人奴隷 50 万人
白人 4万人
解放奴隷 28000 人
90%
出典：本文引用の各文献の記述より筆者が作成。解放奴隷人数、人口比率については主に MEWS。細かな数値、年号では各文献に不一致が多々見られる。
